
社会福祉法人　和光会

和光会

（ 自 令和 4年 4月 1日　　至 令和 5年 3月31日 ）

第一号第一様式

  和光会資金収支計算書 
1頁(単位：円)

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考 達成率･執行率

法人名
施設名

会計単位名

収事 759,016,000 765,951,669 △6,935,669 100.91％介護保険事業収入

入業 525,873,000 539,498,596 △13,625,596 102.59％児童福祉事業収入

活 890,548,000 887,972,146 2,575,854 99.71％保育事業収入

動 12,998,000 13,566,402 △568,402 104.37％就労支援事業収入

に 169,213,000 170,859,956 △1,646,956 100.97％障害福祉サービス等事業収入

よ 5,257,000 5,483,850 △226,850 104.32％公益事業収入

る 55,701,000 56,240,224 △539,224 100.97％収益事業収入

収 6,330,000 6,665,597 △335,597 105.30％経常経費寄附金収入

支 135,000 11,642 123,358 8.62％受取利息配当金収入

28,321,000 25,275,862 3,045,138 89.25％その他の収入

2,453,392,000 2,471,525,944 △18,133,944 100.74％事業活動収入計(1)

支 1,653,961,000 1,634,726,796 19,234,204 98.84％人件費支出

出 301,658,000 285,019,245 16,638,755 94.48％事業費支出

244,870,000 230,687,284 14,182,716 94.21％事務費支出

21,539,000 21,165,819 373,181 98.27％就労支援事業支出

28,422,000 27,767,810 654,190 97.70％収益事業費用支出

3,807,000 3,451,040 355,960 90.65％利用者負担軽減額

13,121,000 13,014,171 106,829 99.19％支払利息支出

4,242,000 4,059,492 182,508 95.70％その他の支出

2,271,620,000 2,219,891,657 51,728,343 97.72％事業活動支出計(2)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 181,772,000 251,634,287 △69,862,287 138.43％

収施 5,452,000 5,793,000 △341,000 106.25％施設整備等補助金収入

入設 42,000,000 42,000,000 0 100.00％設備資金借入金収入

整 47,452,000 47,793,000 △341,000 100.72％施設整備等収入計(4)

支備 84,623,000 84,617,000 6,000 99.99％設備資金借入金元金償還支出

出等 30,932,000 29,862,151 1,069,849 96.54％固定資産取得支出

に 4,836,000 4,835,600 400 99.99％固定資産除却・廃棄支出

よ 5,159,000 5,158,560 440 99.99％ファイナンス・リース債務の返済支出

る

収

支 125,550,000 124,473,311 1,076,689 99.14％施設整備等支出計(5)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △78,098,000 △76,680,311 △1,417,689 98.18％

収そ 36,752,000 37,501,246 △749,246 102.04％積立資産取崩収入

入の 36,752,000 37,501,246 △749,246 102.04％その他の活動収入計(7)

支他 176,237,000 147,162,842 29,074,158 83.50％積立資産支出

出の 400,000 13,800 386,200 3.45％その他の活動による支出

活

動

に

よ

る

収

支 176,637,000 147,176,642 29,460,358 83.32％その他の活動支出計(8)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △139,885,000 △109,675,396 △30,209,604 78.40％

予備費支出(10) 9,918,000 0 9,918,000

0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) △46,129,000 65,278,580 △111,407,580 -141.51％

前期末支払資金残高(12) 509,078,822 509,078,822 0 100.00％

当期末支払資金残高(11)+(12) 462,949,822 574,357,402 △111,407,580 124.06％



第三号第一様式

（ 令和 5年 3月31日現在 ）

社会福祉法人　和光会法人名

施設名

和光会会計単位名

  和光会貸借対照表 
(単位：円) 1頁

資産の部 負債の部

増減前年度末当年度末勘定科目増減前年度末当年度末勘定科目
 流動負債 流動資産 279,153,633 626,886,579 △347,732,946△291,170,472959,674,281668,503,809

   事業未払金   現金預金 34,666,933 24,953,266 9,713,66775,962,727324,642,390400,605,117

   その他の未払金   事業未収金 770,000 384,659,085 △383,889,085△4,884,891185,444,682180,559,791

   1年以内返済予定設備資金借入金   未収金 89,555,000 84,605,000 4,950,000△126,000,062134,344,5598,344,497

   1年以内返済予定リース債務   未収補助金 5,158,560 5,158,560△240,022,336308,822,69368,800,357

   未払費用   貯蔵品 48,306,716 34,180,885 14,125,831△50,38991,68841,299

   預り金   商品・製品 472,718 476,462 △3,744472,935472,935

   職員預り金   仕掛品 6,193,416 5,639,669 553,7472,546,438146,3622,692,800

   賞与引当金   原材料 94,030,290 87,213,652 6,816,638292,393546,480838,873

   立替金 379,991871,3761,251,367

   前払金 378,7221,096,0451,474,767

   前払費用 15,2343,674,7563,689,990

   徴収不能引当金 △261,234△6,750△267,984

 固定負債 固定資産 1,325,849,544 1,375,083,678 △49,234,134△80,871,7254,377,426,6204,296,554,895

   設備資金借入金 基本財産 1,260,522,000 1,308,089,000 △47,567,000△133,122,1063,505,857,0773,372,734,971

   長期運営資金借入金   土地 12,000,000 12,000,000409,679,352409,679,352

   リース債務   建物 15,124,120 20,282,680 △5,158,560△133,122,1063,096,177,7252,963,055,619

   退職給付引当金 その他の固定資産 38,203,424 34,711,998 3,491,42652,250,381871,569,543923,819,924

      負債の部合計   土地 1,605,003,177 2,001,970,257 △396,967,0803,311,5163,311,516

純資産の部   建物 △5,065,72478,229,94273,164,218

 基本金   構築物 75,300,168 75,300,168△9,075,60898,420,13689,344,528

   第一号基本金   機械及び装置 75,300,168 75,300,168△539,9692,600,0102,060,041

 国庫補助金等特別積立金   車輌運搬具 1,704,249,574 1,781,586,056 △77,336,482△2,487,20412,003,9329,516,728

 その他の積立金   器具及び備品 577,167,379 471,497,689 105,669,690△4,872,82665,188,96460,316,138

   人件費積立金   有形リース資産 227,950,000 191,450,000 36,500,000△5,166,55325,441,24020,274,687

   施設設備整備等積立金   権利 191,574,768 133,730,768 57,844,000△43,898168,664124,766

   施設整備等積立金   ソフトウェア 157,642,611 146,316,921 11,325,690△14,0823,945,9743,931,892

 次期繰越活動増減差額   退職給付引当資産 1,003,338,406 1,006,746,731 △3,408,3253,491,42634,711,99838,203,424

   (うち当期活動増減差額)   人件費積立資産 102,261,365 68,584,157 33,677,20836,500,000191,450,000227,950,000

   施設設備整備等積立資産 57,844,000133,730,768191,574,768

   施設整備等積立資産 11,325,690146,316,921157,642,611

   差入保証金 1,200,0001,200,000

   長期前払費用 △26,762,27167,402,76140,640,490

    純資産の部合計   その他の固定資産 3,360,055,527 3,335,130,644 24,924,883△2,882,6007,446,7174,564,117

    負債及び純資産の部合計      資産の部合計 4,965,058,704 5,337,100,901 △372,042,197△372,042,1975,337,100,9014,965,058,704



( 自 令和 4年 4月 1日　　至 令和 5年 3月31日 ) 1頁

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

(単位：円)

  和光会事業活動計算書 

第二号第一様式
法人名
施設名

会計単位名

社会福祉法人　和光会

和光会

サ 収 765,951,669 734,128,146 31,823,523介護保険事業収益

｜ 益 539,498,596 474,664,416 64,834,180児童福祉事業収益

ビ 887,972,146 854,966,956 33,005,190保育事業収益

ス 13,566,402 11,090,011 2,476,391就労支援事業収益

活 170,859,956 171,306,764 △446,808障害福祉サービス等事業収益

動 5,483,850 6,020,850 △537,000公益事業収益

増 56,240,224 36,070,613 20,169,611収益事業

減 6,665,597 7,779,970 △1,114,373経常経費寄附金収益

の 2,446,238,440 2,296,027,726 150,210,714サービス活動収益計(1)

部 費 1,647,562,231 1,555,782,466 91,779,765人件費

用 285,019,245 271,453,065 13,566,180事業費

257,449,555 246,658,760 10,790,795事務費

19,640,525 28,289,012 △8,648,487就労支援事業費用

27,101,809 19,722,390 7,379,419収益事業費用

3,451,040 3,841,175 △390,135利用者負担軽減額

191,157,476 171,876,190 19,281,286減価償却費

△83,094,474 △77,553,222 △5,541,252国庫補助金等特別積立金取崩額

261,234 261,234徴収不能引当金繰入

2,348,548,641 2,220,069,836 128,478,805サービス活動費用計(2)

97,689,799 75,957,890 21,731,909サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サ 収 11,642 11,088 554受取利息配当金収益

｜ 益 25,275,862 35,337,714 △10,061,852その他のサービス活動外収益

ビ

ス

活

動

外 25,287,504 35,348,802 △10,061,298サービス活動外収益計(4)

増 費 13,014,171 13,155,519 △141,348支払利息

減 用 4,454,892 4,812,566 △357,674その他のサービス活動外費用

の 17,469,063 17,968,085 △499,022サービス活動外費用計(5)

部 7,818,441 17,380,717 △9,562,276サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

105,508,240 93,338,607 12,169,633経常増減差額(7)=(3)+(6)

特 収 5,793,000 257,887,640 △252,094,640施設整備等補助金収益

別 益 2,500,491 4,115,302 △1,614,811その他の特別収益

増 8,293,491 262,002,942 △253,709,451特別収益計(8)

減 費 5,147,366 3 5,147,363固定資産売却損・処分損

の 用 6,393,000 286,757,389 △280,364,389国庫補助金等特別積立金積立額

部 11,540,366 286,757,392 △275,217,026特別費用計(9)

△3,246,875 △24,754,450 21,507,575特別増減差額(10)=(8)-(9)

102,261,365 68,584,157 33,677,208当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰 1,006,746,731 1,000,587,114 6,159,617前期繰越活動増減差額(12)

越 1,109,008,096 1,069,171,271 39,836,825当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

活 基本金取崩額(14)

動 35,600,000 48,000,000 △12,400,000その他の積立金取崩額(15)

増 141,269,690 110,424,540 30,845,150その他の積立金積立額(16)

減

差

額

の

部 1,003,338,406 1,006,746,731 △3,408,325次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)



　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　該当なし
　　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　①製品及び仕掛品
　　　　　売価還元原価法による原価法によっている。
　　　　②商品、原材料及び貯蔵品
　　　　　最終仕入原価法による原価法によっている。
　　（３）固定資産の減価償却の方法
　　　　　・有形固定資産―定額法
　　　　　・無形固定資産―定額法
　　　　　・リース資産―所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　（４）引当金の計上基準
　　　　　・徴収不能引当金
　　　　　　債権の徴収不能額に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合から、
　　　　　　個別評価債権については、個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込み額を計上している。
　　　　　・退職給付引当金
　　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会への
　　　　　　法人負担の掛金累計額を計上している。
　　　　　・賞与引当金
　　　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
　　（５）消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

　　　　該当なし

　　　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び静岡県社会福祉
　　　事業共済会及び東京都社会福祉協議会従事者共済の退職共済制度によっている。

２．重要な会計方針

３．重要な会計方針の変更

４．法人で採用する退職給付制度

計算書類に対する注記
別紙１



計算書類に対する注記
別紙１

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　　　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
　（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　・法人本部拠点（社会福祉事業）
　　　「法人本部」
　　・わこう拠点（社会福祉事業）
　　　「児童養護施設　わこう」
　　・和光こども園拠点（社会福祉事業）
　　　「幼保連携型認定　和光こども園」
　　・なごみこども園拠点（社会福祉事業）
　　　「幼保連携型認定　なごみこども園」
　　　「小規模保育所　なごみ保育室」
　　・あさぎり拠点（社会福祉事業）
　　　「障害児入所施設　ああぎり」
　　　「短期入所　あさぎり」
　　　「日中一時支援事業　あさぎり」
　　　「障害者支援施設　あさぎり」
　　　「児童発達支援事業　あさぎり」
　　　「障害児相談支援事業所　あさぎり」
　　　「放課後等デイサービス　あさぎり」
　　・朝霧フードラボ拠点（社会福祉事業）
　　　「就労移行支援事業朝霧フードラボ」
　　　「就労継続支援A型朝霧フードラボ」
　　　「相談支援事業所あさぎり」
　　　「就労継続支援B型朝霧フードラボ」
　　・朝霧の園拠点（社会福祉事業）
　　　「特別養護老人ホーム朝霧の園（従来型入所）」
　　　「特別養護老人ホーム朝霧の園（ユニット型入所）」
　　　「短期滞在朝霧の園」
　　　「デイサービスセンター鳳荘」
　　　「認知症対応型通所介護かすみ荘」
　　　「訪問サポート朝霧の園」
　　　「老人介護センター朝霧の園」
　　　「居宅介護朝霧の園」
　　　「朝霧の園在宅介護支援センター」
　　　「短期入所朝霧の園」
　　・なごみ拠点（社会福祉事業）
　　　「地域密着型介護老人福祉施設なごみ」
　　　「デイサービスセンターなごみ」
　　　「短期入所生活介護なごみ」
　　・駒沢わこう保育園拠点（社会福祉事業）
　　　「駒沢わこう保育園」
　　　「三軒茶屋わこう保育園」
　　　「送迎ステーション」
　　・グループホームあさぎり拠点（社会福祉事業）
　　　「共同生活援助あさぎり」
　　・Ncafe拠点（収益事業）
　　　「Ncafe」
　　・志ノ蔵（収益事業）
　　　「志ノ蔵」

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分



計算書類に対する注記
別紙１

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

409,679,352 6,129,751 6,129,751 409,679,352
3,096,177,725 15,313,761 148,435,867 2,963,055,619
3,505,857,077 21,443,512 154,565,618 3,372,734,971

　　　該当なし

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
88,626,340 円

1,278,757,615 円
1,367,383,955 円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
312,156,000 円
312,156,000 円

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計
額

当期末残高

4,966,776,062 2,003,720,443 2,963,055,619
121,498,408 48,334,190 73,164,218
225,106,377 135,761,849 89,344,528

7,606,140 5,546,099 2,060,041
56,576,756 47,060,028 9,516,728

272,958,104 212,641,966 60,316,138
5,650,521,847 2,453,064,575 3,197,457,272

　　　該当なし

債権額 徴収不能引当
金の当期末残高

債権の当期末
残高

機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品

合計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

（単位：円）

合計

構築物

８．担保に供している資産

土地（基本財産）
建物（基本財産）

計

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）

計

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

（単位：円）

建物（基本財産）
建物

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

６．基本財産の増減の内容及び金額

（単位：円）
基本財産の種類

基本財産
土地
建物

合計



計算書類に対する注記
別紙１

　　　該当なし

帳簿価額 時価 評価損益

　　　該当なし

役員の
兼務等

事業上
の関係

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　該当なし

　　　該当なし

　　　該当なし

（1）リース取引関係
　・所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　リース資産の内容
　　　有形リース資産
　　　リースの内容・・・朝霧の園における空調設備一式、駒沢わこう保育園における送迎バス

１４．重要な後発事象

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
要な事項

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高関係内容

１３．重要な偶発債務

合計

１２．関連当事者との取引の内容

（単位：円）
種類 法人等

の名称
住所 資産総額 事業の内容又は

職業
議決権の所有

割合

種類及び銘柄

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）






